企業の環境への責任と環境報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０２Ｅ１８１　寺戸　幸子

１．環境問題と企業

私たちの住んでいる地球は今、様々な環境問題に悩まされている。地球温暖化・酸性雨・ダイオキシン問題などここ数十年の間でかなり深刻になってきている。環境問題は、これからの２１世紀の最大の課題といえる。環境破壊、資源枯渇、さらに環境ホルモンなどの発生は、２０世紀文明を支えてきた一方通行型の経済システム（大量生産・大量消費・大量廃棄）では、もはや２１世紀を乗り切れない。しかし、環境問題を解決するのはとても困難であり、とてつもない時間がかかる。だが、ちょっとずつでも解決する方向に向かっていかないとグローバルでボーダレスな環境問題は一向に解決しない。そこで私は民間企業に就職するにあたり、企業は環境問題に対してどのように考え、どのような活動を行っているのだろうという疑問を持ち、これを卒業論文のテーマにすることにした。

企業はこれまでさまざまな公害問題、環境問題を引き起こしてきた。特に戦後復興期から高度経済成長期の四大公害は、日本経済を豊かなものにするために利益を優先してきた企業が起こしてしまったとてもひどい問題である。四大公害はたくさんの被害者をだし、今現在でも苦しんでいる人はたくさんいる。企業はこれまで起こしてきた公害・環境問題を償うためにも利益追求だけでなく、地球益・人類益を重視して事業活動を行わなければならない。地球市民として企業が果たすべき責任は大きいのである。

２．環境問題と企業責任

　現代企業はそれ自身、ひとつの社会的存在体になっている。その生産物は大量生産の原理で生産され、その商品は大量販売方式によって販売される。またその工場における機械設備は大型化し、高度化し、コンビナート化して、しばしば公害問題や環境問題を引き起こす。また企業が供給する商品に対しては、時にその価格、耐久性、デザイン、安全性について消費者の異議申し立てが行われ、コンシューマリズムが誘発される。こうした状況の中で企業は自己の社会的存在を主張し、自らの社会的責任を唱える。企業の社会的責任論はアメリカではすでに戦前から展開されていたが、わが国では戦後、とくに社会と企業との間の矛盾や対立が顕著になった1960年代以降に頻繁に主張されるようになった。こうした企業の社会的責任論の背景としては、企業の大規模化、地域社会と消費者との間のコンフリクトないしは矛盾の増大のほか、制度的に今日の企業が、いわゆる「専門経営者」経営であること、国家と企業との関連が緊密になっていること、労働運動、市民運動、環境保護運動の高まりの中で企業の自己防衛手段としての宣伝・広報活動が必要不可欠になっていること、などがあげられるであろう。一部の論者の間では、現代企業は、公企業、私企業を問わず、高度に公的な性格を持つという主張がなされている。が、こうした当否は別として、今日の企業が個別的にも集団的にも自らの社会的存在性を主張し、その社会的責任を唱えていることは極めて特徴的なことである。また、1960年代に入って注目されることは、「環境管理」が登場したことである。その意味は、今日の企業は、その業務の遂行にあたって顧客、地域社会、国家、さらには世界との接触を深めており、その動向を無視して企業活動は成り立たない。そのため企業は、こうした社会に対する働きかけと、自らの責任分担の明示を必要としている。こんにち「環境管理」といわれているものは、このうち地域社会を主たる対象としたものであり、しかも「公害対策」的なものが中心であるが、企業の社会的存在性が一段と深く問われてくれば、その領域はさらに拡大していくことになるであろう。ここで企業の責任と言われるものは、第一に、企業の経済的機能を効率的に果たす責任、すなわち経済的責任であり、第二に、経済的機能を果たすにあたって変化する社会的価値や優先順位に対し十分な注意を払う責任、すなわち社会的責任であり、第三に、企業が今後社会環境の積極的な改善に幅広く関与するにつれて新しく生まれ果たさなければならなくなる責任、つまり、公共的責任を意味している。

　地球環境破壊は経済活動とくに営利的商品生産活動の世界的展開の産物であるだけに、多国籍企業は開発途上国の開発事業に関与して果たしている事故の役割を自覚するよう期待され、そうせざるを得ない状況にたちいたっている。「経済白書」が提案しているわが国の地球環境保全に対する国際的貢献は、多国籍化し、あるいは世界各国と深い関係を取り結んでいる、巨大企業の技術と技術開発力に大きく依存しなければ果たせないといえるだろう。こうした期待の反面、各国の巨大多国籍企業は、地球環境破壊の原因者として国内・国際社会から厳しく批判されているのも現実である。そこで各企業は、その責任において、地球環境問題への取り組み・組織作りを模索するとともに、「外部不経済」である環境問題を「ビジネスの論理」で処理する努力を行うのである。地球環境問題への日本企業の取り組みは、1987年以降に集中して見られるようになった。それは、ＷＣＥＤが環境か経済成長かの問題に対して、80年代に顕著になった世界経済の停滞傾向と地球環境破壊の激化とに同時に対処するために開発基盤である地球環境資源を保全することによって世界経済の発展・成長にとって必要不可欠な開発を持続可能なものにするという「持続的開発」の概念を提起したことを契機として、日本においてもその方向での議論が活発化したことと無関係ではないだろう。神戸製鉄所などの鉄鋼各社は、地球温暖化対策を中心に対応し、また省エネルギーの製鉄法の開発などを進めている。富士通などの電機各社、昭和電工などの化学工業各社、および日産自動車などの自動車各社は、フロン規制対策を中心に対応している。東京電力、東京ガスなどの電力・ガス各社は、地球温暖化など地球環境問題全般に大きな影響を与えているだけに、NOｘ、ＳＯx、二酸化炭素対策、二酸化炭素の処理・分離除去・回収技術の開発、新エネルギー開発などを計画・研究・検討している。清水建設などの建設各社は、環境破壊者であるだけに、資源リサイクル、エコロジー型都市、新エネルギー利用住宅、緑化などについて開発ないし推進をはかっている。三菱商事などの総合商社は、その活動が世界にまたがり地球環境とも深くかかわっているので、この問題全般に対して技術面・情報面などから対策を推進あるいは検討している。日本石油などの石油各社は、ＮＯx低減対策やメタノール燃料開発などを推進しようとしている。各企業の対応は、すべて対策型であって地球規模にまで拡大した環境問題の真の原因と本質について何ら追及されていない。過去の活動に関する客観的・科学的分析にもとづく反省の上に立った地球環境保全行動こそ、現在求められているのである。

　1991年4月、経団連は環境問題に関する意識改革と行動指針の現場への徹底、企業の自発的な取り組みの促進を目的に「地球環境憲章」を制定した。この憲章は、「企業の存在は、それ自体が地域社会はもちろん、地球環境そのものと深く絡み合っている。その活動は、人間性の尊厳を維持し、全地球的規模で環境保全が達成される未来社会を実現することにつながるものでなければならない」「企業も、世界の『良き企業市民』たることを旨とし、また環境問題への取り組みが自らの存在と活動に必須の要件であることを認識する」ことを追求すべき理念とし、また環境問題に関する経営方針、社内体制、環境影響への配慮、技術開発、技術移転、緊急時の対応、広報啓蒙活動、海外事業展開等について、具体的行動指針を定めている。しかし、「地球環境憲章」は損害賠償という点を欠くのである。それは過失責任論および環境影響への配慮の徹底・貫徹の観点から大きな問題である。また、憲章は「内部審査」というだけで企業に情報開示を求めていないということも問題点である。

３．企業の環境報告書

日本には企業がどんな環境保全活動をしたかなどを報告しなければならない義務はない。しかし環境報告書は法律的に規制されていないにもかかわらず、着実に普及しつつある。これは環境報告書の作成開示が企業の自主的な活動であることを考慮すると、画期的なことである。環境報告書を公表することによって環境に対する積極的な取り組み示している企業は、その理念、倫理性などが社会から評価されることを期待しているものと考えられる。環境報告書は中小企業レベルではまだ一般的ではないが、大企業にとっては財務報告書（有価証券報告書や営業報告書など）とならぶ重要な企業報告書の一つとして認知されつつある。環境報告書は、すでに重要な社会的インフラとなりつつある。たとえば、企業の環境経営度を評価する際、環境報告書は最も重要な情報媒体である。企業の環境経営度の巧拙は、エコファンドに代表されるように証券投資においても考慮されるし、商品の購入、取引先の選定にも影響する。しかし、財務報告書と違って環境報告書は法律で規制されていないため、どのような内容を開示するのか、情報の網羅性や正確性をどのように担保するのか、どのような媒体で開示するのかなど、多くの重要な事項の決定が報告書の作成主体せある企業にゆだねられている。もちろん、環境省や経済産業省からは、環境報告書に関するガイドラインが発行され、それらを参考にすることはできるが、開示項目や開示方法の選択は企業の自主判断によるものとなる。また、環境報告書の作成・開示は企業の自主的な活動であるため、必ずしもすべての社会的要求に応えられていないことも事実である。財務報告書では必須の要求事項であるところの、情報の比較可能性や信頼性を確保する手段はまだ十分には確立されていない。だが一方で、環境報告書を法制化せよという意見も、現状をみれば時期尚早の感は否めない。法制化には、莫大な社会的コストが発生するが、それに見合う効果が期待できるか否かが不明だからである。環境報告書の将来動向としては、社会情報や経済情報も含んだサステナビリティ報告書への展開がみられる。これには、ＧＲＩが２０００年に発行した「持続可能性報告のガイドライン」が大きな影響を与えており、世界的な動向となっている。日本の環境報告書はサステナビリティ報告書に代わってしまうのか、それとも環境報告と社会報告は別々の道を歩むのか、現時点では予測がつかない。このような状況の下で、日本の環境報告書は一つの過渡期を迎えている。自主的な企業実務としては、ある意味で臨界点に近いところまで発展してきた。また、サステナビリティ報告書へ向かう世界的動向のなかで、環境報告書の枠組み自体が揺らいでいる。環境報告書の将来展望を示す必要性が高まっている。

次に環境報告書がどのようにして作成されるに至ったかみてみることにする。環境報告書は、企業の環境保全活動について記載した報告書であるが、その歴史は世界的にみても古くない。公害問題が重視された１９７０年代以降、欧米では財務報告書の一部に環境情報を記載する企業が出現したが、財務報告書とは別冊子として単独の環境報告書を作成する実務は１９８０年代末から１９９０年代初頭にかけての出来事である。世界的なレベルで企業による環境報告書の作成を進めることになった契機は、エクソン社のアラスカ沖タンカー座礁事故を受けて、１９８９年に策定されたバルディーズ原則であった。バルディーズ原則はのちにＣＥＲＥＳ（Coalition for Environmentally Responsible Economies）原則と改称された。これは企業の自主的な環境保全を求めるもので、同原則への署名企業はＣＥＲＥＳレポートと呼ばれる環境報告書の作成・開示を求められた。１９９２年には欧米の有力企業が、環境報告公開イニシアティブ（ＰＥＲＩ）を結成し、環境報告書のガイドラインを作成した。ＰＥＲＩのガイドラインは、ＣＥＲＥＳ原則よりも弾力的で、ＩＢＭなど有力企業の環境報告書の指針として機能した。一方、日本企業が環境報告書を作成し始めたのは１９９０年代に入ってからである。最初の契機となったのが、１９９２年に当時の通商産業省から出されたボランタリープランであった。ボランタリープランは、企業に自主的な環境保全計画の策定と、その公開を求めた。この結果、多くの企業が、「環境アクションプラン」などの名称で、環境保全計画の自主プランの公表を始めた。当初は、環境保全計画を中心に発表していたが、計画があれば実績が出るのは当然で、計画と実績の報告書へと進化するのは時間の問題であった。さらに、１９９６年には環境マネジメントシステム規格ＩＳＯ１４００１が発行された。ＩＳＯ１４００１は、Plan→Do→Check→Actionのサイクルで環境保全活動を促進するシステムである。日本では、急速にＩＳＯ１４００１が普及し、現在、１万サイト以上が同規格の認証を取得しており、世界最高である。ＩＳＯ１４００１は、事務所に対して環境報告書の作成開示を求めていないが、環境マネジメントシステムを運営すれば、必然的に、環境保全計画を立ててその結果を測定しなければならないので、環境報告書に記載すべき内容は企業内に蓄積されるようになった。実際、日本企業における環境報告書の作成開示実務が普及するのは１９９６年以降であり、ＩＳＯ１４００１は環境報告書の発行を義務付けはしなかったものの、そのための条件を整えたと評価することができる。２０００年に入ると、環境報告書の作成実務は一層成熟化する。２００１年には、環境省から「環境報告書ガイドライン」が、経済産業省からは、「ステークホルダー（利害関係者）重視による環境レポーティングガイドライン」がそれぞれ公刊され、自主的なものではあるが環境報告書に関する一つの指針が示され、環境報告書の普及と標準化に貢献した。また、２０００年にはＧＲＩから「サステナビリティ報告書ガイドライン」が発表され、日本企業でも環境事項に社会事項を加えて、サステナビリティ報告書へ拡充する動きが加速している。さらに、２００３年に入って、環境省は環境報告書ガイドラインを改訂し、環境報告書の審査登録制度を導入しようとしている。日本の環境報告書は、企業の自主的活動としては、まさに臨界点に達しているといっても過言ではない。

ＩＧＥＳ関西研究センターでは、２００３年４月に東証一部上場企業１５２３社を対象に、質問票調査を実施した。回答企業数は３２４社（回答率２１．３％）で、内訳は、製造業２５８社、非製造業５５社、金融業１１社であった。調査目的は環境管理や環境会計に関する広範囲なものであったが、ここでは、環境報告書に関する項目について取り上げることにする。

まず、環境報告書の発行企業数であるが、＜表１－a＞のような結果であった。環境関係の質問票に回答を寄せる企業は、もともと環境への意識の高い企業群であると想定されるが、それでも環境報告書を発行している企業が回答企業のうち約７割を占めるのはたいへん高い数字といえる。さらに環境報告書を発行していない９８社に対して、将来の発行予定を尋ねたところ、これも７割近い企業が発行の予定ありと回答しており＜表１－b＞、環境報告書の発行実務は今後いっそう普及することが予想される。

	表１　環境報告書に関する調査
	　

	(a)環境報告書発行の有無
	　
	　

	　
	
	企業数
	　　％
	　

	発行している
	206
	67.8
	　

	発行していない
	98
	32.2
	　

	ｎ＝３０４(この問に対する無回答企業２０社を除く）

	　
	
	
	
	　

	(b)環境報告書の発行予定
	　
	　

	　
	　
	企業数
	　　％
	　

	将来発行予定あり
	58
	66.7
	　

	将来発行予定なし
	29
	33.3
	　

	ｎ＝８７（この問に対する無回答企業１１社を除く）


次に、環境情報を開示する対象者として、すべての企業に対してもっとも重要な関係者を尋ねたところ、＜表２＞のような結果になった。上位にランクされたステークホルダー（株主・投資家、顧客企業、消費者、地域住民、従業員、行政機関）はいずれも妥当なものであるが、注目すべきはその順位である。これまで環境報告書の主要な利用者は消費者であると考えられることが多かったが、消費者以上に、株主・投資家および顧客企業が重視されていることが明らかとなった。環境報告書をめぐっては、しばしば「環境報告書の利用者は消費者なので、できるかぎりわかりやすい報告書を」という議論がなされることがあるが、今回の調査では、５割以上の企業が株主・投資家もしくは顧客企業というステークホルダーを最重視していたことが明らかになった。もちろん株主・投資家にも素人はいるし、消費者にもプロはいる。しかし、環境報告書の配布先として考えた場合、株主・投資家とは機関投資家や株主総会に参加するレベルの人々であり、有価証券報告書と同様の関心をもって環境報告書を利用することが想定される。顧客企業はグリーン調達が普及した現状では、当然プロの読者といってよいだろう。一方、消費者に関しては、消費生活アドバイザーのような「プロ」も存在するが、企業が想定する消費者とは、一般的な最終消費者でありプロではない。したがって、企業は環境報告書を第一義的には、プロの読者を想定したビジネスユースを目的としているということができる。ビジネス目的の環境報告書と一般消費者を目的とした環境報告書では、おのずとその内容は異なるものであり、ビジネス目的の環境報告書は、読みやすさよりも情報内容の網羅性と正確性が追求されることになる。

	表２　最も重要な環境情報開示の対象者
	　

	　
	　
	　
	企業数
	　　％

	1
	株主・投資家
	95
	29.3

	2
	顧客企業
	　
	85
	26.2

	3
	消費者
	　
	59
	18.2

	4
	地域住民
	　
	27
	8.3

	5
	従業員
	　
	21
	6.5

	6
	行政機関
	　
	11
	3.4

	7
	格付機関・アナリスト
	5
	1.5

	8
	市民一般・学生
	3
	0.9

	9
	マスコミ
	　
	3
	0.9

	10
	業界団体
	　
	2
	0.6

	11
	エコファンド
	2
	0.6

	12
	その他
	　
	1
	0.3

	ｎ＝３１４（この問に対する無回答企業１０社を除く）


また、環境報告書の発行企業に対して、環境報告書を発行する理由について尋ねたところ、＜表３＞のような結果であった（複数回答）。第一位は、「企業の説明責任（アカウンタビリティ）を果たすため」であり、９６％という高率であった。これは、環境問題が企業の社会責任として十分に自覚されていることを示している。一方、「企業イメージを高める」という広報効果を重視する企業も８６％あった。もともと環境報告書は企業の広報の一環としてとらえられてきたし、自主的活動である以上、企業にとってのメリットも追及しなければならない。しかし、社会的責任としての情報開示と企業イメージを高めるための情報開示は常に一致するとは限らず、むしろ、相反する場合も少なくないので、企業としては慎重な対応が求められる。また、「従業員への啓発目的」が８６％もあったことは、特筆に値する。日本では、企業外部者とならんで従業員を重視する傾向が強いといわれてきたが、この結果は、それを証明するものである。ただし、従業員への説明責任と企業外部者への説明責任は果たして同じものととらえるかどうかについては、まだ十分な合意がなされていない。従業員の顔写真を満載した報告書が、企業が最重視するステークホルダーである株主・投資家や顧客企業にとってどのような意味があるのか、究明されるべき点は残されている。

	表３　環境報告書の発行理由
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	企業数
	　　％

	1
	企業の説明責任を果たすため
	　
	　
	197
	95.6

	2
	企業イメージを高めるため
	　
	　
	177
	85.9

	2
	従業員への啓発のため
	　
	　
	177
	85.9

	4
	利害関係者の情報要求に応えるため
	　
	159
	77.2

	5
	環境管理システムの効果的な運用のため
	　
	125
	60.7

	6
	製品・サービス市場での競争優位を獲得するため
	86
	41.7

	7
	同業他社が環境報告書を発行しているため
	　
	66
	32

	8
	政府機関からのガイドラインに従うため
	　
	44
	21.5

	9
	業界団体等からの勧告などがあるため
	　
	12
	5.8

	10
	その他
	　
	　
	　
	　
	2
	1


一方、環境報告書を発行していない企業にその理由を尋ねたところ、＜表４＞のような結果であった。理由の第一位は、「利害関係者の要求があまりない」（３８％）であった。これは、環境報告書の利用者ニーズが十分に把握されていないということである。しかし他方では、＜表３＞に示したように、環境報告書の発行理由として「利害関係者の情報要求に応えるため」を掲げた企業が７７％あり、利害関係者の情報要求に関しては、それを認識している企業と認識していない企業とに分かれる傾向があるといえる。

	表４　環境報告書を発行していない理由
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	企業数
	　　％

	1
	利害関係者の情報要求があまりないため
	　
	37
	37.7

	2
	情報を収集する全社的なシステムがないため
	32
	32.7

	3
	環境報告書を発行するコストが高いため
	　
	29
	29.6

	4
	環境報告書を発行するメリットがよく分からないため
	25
	25.5

	5
	自社の環境負荷が低いため
	　
	　
	21
	21.4

	6
	環境報告書の発行は法律で要求されていないため
	15
	15.3

	7
	必要情報は行政機関に開示しているため
	　
	13
	13.3

	7
	環境報告書を作成する方法がよく分からないため
	13
	13.3

	9
	情報を競争相手に知られるのが困るため
	　
	0
	0

	　
	その他
	　
	　
	　
	　
	32
	32.7


環境報告書を作成するためには、環境マネジメントシステムの導入が前提として重要であると思われる。そのことを分析するために、ＩＳＯ１４００１の認証取得の有無と環境報告書の発行の有無の関係を検証し、結果を＜表５＞に示した。ＩＳＯ１４００１の認証を取得していない企業群の環境報告書の発行率はたいへん低く、両者の間に関連性があることがカイ二乗検定によって統計的にも示された。

	表５　ＩＳＯ１４００１認証取得の有無と環境報告書発行の有無
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　　　　　　　　環境報告書の有無
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	発行している
	発行していない

	ＩＳＯ１４００１
	認証を取得している
	　
	　１８８社
	72.60%
	　７１社
	27.40%

	　
	　
	認証をまったく取得せず
	　　８社
	22.90%
	　２７社
	77.10%


以上この調査によって示された重要な点は、環境情報開示のもっとも重要な対象者は、消費者でなく株主・投資家および顧客企業である点である。つまり、株主・投資家たちが企業の環境報告書を知りたがっているということであり、また、これからの社会では企業は環境報告書を発行しないと生き残っていけないのかもしれない。

４．自動車業界の環境報告書分析　
1 対象範囲
2000年版
　トヨタは対象範囲を「日本における自動車を中心とするっ事業活動」と記して、連結対象子会社の事業構造について、国内・海外別に業種ごとに代表的な会社名を挙げている。日産は対象範囲を「海外を含むグローバルな日産グループ（当社および連結子会社）を範囲とする」と明示しており、「連結子会社の主要工場環境データ」のところで代表的な会社名を挙げている。ホンダは対象範囲を「国内の環境取り組み実績を中心に」「本年度版では、海外主要生産事業所における環境データと活動事例を記載」と記している。
2001年版
　トヨタおよび日産は対象範囲に関する記載内容に変わりはないが、ホンダは2001年版には「本田技研工業(株)、(株)本田技術研究所、ホンダエンジニアリング(株)を中心に、海外の生産会社、現地法人の一部を含みます」という表現に変え、国内の会社名を挙げて対象範囲を特定している。自動車業界には自動車だけでなく、さまざまな事業を行っている会社が存在するので、まずはこの対象範囲について明確にすることが、この業界における比較可能性を高める第一歩と考えられる。
2002年版
　トヨタはトヨタ単体と国内外の連結関連企業を対象とし、新たに連結環境マネジメントの対象範囲を定義しており、対象会社は600社に上る。日産の対象範囲の記載内容には変わりはないが、ホンダは国内の4対象組織と、新たに海外の生産会社、現地法人の37社の社名を記載している。
2 事業概要
2000年版
　トヨタは売上高、生産台数、販売台数を単独および連結の数字で記載しており、日産は連結のみの売上高と販売台数を5年間の推移で、棒グラフを使って記載している。ホンダは、売上高の数字と生産台数実績値を二輪車、四輪者、汎用製品ごとに記載している。売上高と生産高などの関連情報は単位製品価値当たりの環境負荷や単位環境負荷当たりの製品価値を算出する際の基礎データとなるので比較可能性の観点から重要である。
2001年版
　トヨタは単独および連結の売上高を4年間の推移で新たに棒グラフを使って記載している。日産は連結の売上高と販売数に加えて、連結生産台数も記載している。ホンダは、売上高と販売台数について、前年度と同様の記載内容である。
2002年版
　トヨタおよび日産は前年と同様の記載内容であり変わりはない。一方、ホンダは売上高の記載内容を充実させ、単独および連結の売上高について、5年間の推移の棒グラフを使って記載した。3年間の連結売上高の比較は可能である。
3 エネルギー消費量・二酸化炭素排出量
2000年版
　トヨタは自動車生産工程におけるエネルギー使用量と売上高当たりの二酸化炭素排出量を記載し、使用エネルギー別構成比と二酸化炭素換算係数を明示している。日産は二酸化炭素発生総量および発生源単位として記載し、燃料の種類別使用量および熱量換算比率を明示している。ホンダは、二酸化炭素排出量とエネルギー消費原単位を記載している。
2001年版
　トヨタは新たに生産工程における資源投入量と環境への排出量を全体像の図として記載するようになったので、環境負荷に対する全体の定量的数値を把握しやすくなった。また、エネルギー使用量の単位をｔ－Ｃからｔ－ＣＯ2に変更している。一方、日産およびホンダは前年と変わりｙ位は、前年同様にｔ－ＣＯ2であるが、日産およびホンダはエネルギー使用量の単位をｔ－Ｃからｔ－ＣＯ2に変更した。
4 水使用量
2000年版
　トヨタは水使用量の多い塗装工程を有する4工場の一台当たりに対する使用量の推移を記載している。生産工程全体の数値データはない。日産は生産工程全体と類推される水使用量の推移を記載している。ホンダは生産事業所での水使用量と水消費原単位の推移を記載している。このように、水使用量の3社間での比較はできない。生産工程全体の水使用量の総量を記載することが望ましい。
2001年版
　トヨタは新たに自動車生産工場の水の総使用量を6年間の推移グラフで記載している。しかも、工業用水、上水、地下水の内訳をも示した。日産およびホンダは前年と記載内容は変わらず、ホンダは93年度を100としたときの指数で示しているため、3社の総量比較は困難である。
2002年度
　トヨタおよび日産は前年と同様に、自動車生産工場の水の総使用量を記載しており、ホンダが新たに国内生産事業所における水の使用量を3年間の推移で示したので、3社間の水使用量の総量比較が可能になった。
5 ＣＯＤ排出量
2000年版
　トヨタ、日産、ホンダの3社とも、ＣＯＤ排出量について、工場ごとにサイトデータを明示し、規制値、実績値の最大値、最小値、平均値を記載している。また、日産とホンダは工場によってはＣＯＤ排出総量の規制値および実績値を記載しているケースもみられる。工場ごとのサイトデータの比較は可能である。一方、日産は別途、生産工程全体の汚濁負荷量を年度ごとの推移として記載している。ホンダは台当たりのＣＯＤ汚濁負荷量の形で推移グラフを記載しているが、3社の比較は困難である。
2001年版
　トヨタは排水に含まれるＣＯＤ排出量の推移を新たにグラフ表示して記載している。日産とホンダの記載内容は前年と変わりはない。トヨタと日産のＣＯＤ総排出量の比較は、単位換算により可能であるが、3社間の比較は困難である。
2002年版
トヨタおよび日産はせいさんこうていのＣＯＤ排出量の推移をグラフに記載している。ホンダは前年度に記載していた台当たりのＣＯＤ汚濁負荷量の推移グラフを削除した。サイトデータの比較は可能であるが、3社における全社としてのＣＯＤ総排出量の比較は困難
である。
6 廃棄物量・リサイクル率
2000年版
　トヨタは廃棄物処理処分概要フロー図を作成し、実績値を示している。また、廃棄物・廃材発生量と1台当たりの廃材発生量の年度ごとの推移を示し、廃棄物の種類別排出量の内訳をも記載している。日産は廃棄物の処理フロー図を示し、それぞれの実績値を図中に記載している。また、生産額当たり埋め立て処理量の年度ごと推移を示し、廃棄物構成をも記載している。ホンダはフロー図の作成はないが、廃棄物社外処理量の年度ごとの実績を示し、排出物の内訳実績を記載している。廃棄物の流れを示すフロー図は理解しやすいので作成することが望ましいが、独自のフロー図を作成しているため、企業間比較においては難点がある。フロー図の作成方法を統一することが望まれる。
　一方、リサイクル率についてトヨタは再資源化率のグラフを記載し年度ごとの推移を示しており、1999年度に95.5％の達成を記載している。日産は廃棄物処理フロー図の中で総資源化率を表示し96.3％の達成を記載しており、リサイクル内訳構成を円グラフで示している。ホンダはリサイクル率について年度ごとの推移をグラフで示しており、1999年度は94％の達成を記載している。現状を考えると、生産工程のリサイクルは複雑であり、再資源化率、総資源化率、リサイクル率と表現方法も異なり、同列での」厳密な比較は困難であると考えられる。
2001年版
　トヨタは前年と同様に、廃棄物の処理処分概要フロー図を記載し、各項目ごとの実績値を示している。再資源化率の推移も示しており、いずれも前年に比較して記載内容は改善されている。日産は廃棄物処理フロー図と生産額当たりの埋め立て処分量の推移グラフに加え、新たに廃棄物発生量と総再資源化率の推移グラフを記載している。ホンダは前年と同様に、フロー図の代わりに排出物の内訳を表にして記載しており、内容的には他社のフロー図の場合とほぼ同じ解釈ができると想像される。また、廃棄物社外処理量とリサイクル率の推移をグラフに記載している。
2002年版
　トヨタの廃棄物に関わる記載内容は前年と同じであるが、全工場において埋め立て廃棄物がゼロを達成したことが記載されている。日産の記載内容も前年と変わりないが、新たに社内焼却量および直接埋め立て処分量の推移グラフを記載している。ホンダはゼロエミッション達成に伴い、排出物の内訳表を簡略化した形で示している。
7 PRTR対象物質
2000年版
　トヨタは各工場のサイトデータとしてPRTR対象物質の取扱量、排出量、移動量を記載し、15工場の集計をマテリアルバランスとしてフロー図で示している。日産は生産工程で使用している36物質ごとに、取扱量、排出量、移動量などを記載し、有害性にランク付けをして表示している。ホンダは16物質について、国内5製作所(7事業所)の取扱量、排出量、移動量を記載している。開示されているPRTR対象物質数は各社により異なり、対象範囲もまちまちであると想像され、比較は困難である。企業間で開示すべき重要な対象物質を特定し、企業全体としてのデータを記載すると比較可能性を高めることができる。
2001年版
　トヨタの記載内容は前年と同様に、数値データを各工場サイトデータとして記載し、全工場の集計をフロー図に示している。日産は新たに各工場のサイトデータにPRTR対象物質の取扱量、排出量、移動量を記載し、使用対象物質28種類について全工場のデータを集計している。ホンダは前年度16物質から対象物質を28物質に広げて排出・移動量を開示している。
2002年版
　トヨタはPRTR対象物質の総量マテリアルバランスのフロー図に加えて、排出量の推移をグラフに示している。日産は工場ごとのサイトデータとして、工場で使用しているPRTR対象物質のデータを新たに加えており、全工場の集計も一覧表として作成している。ホンダも同様にサイトデータとして、新たに工場ごとのPRTR対象物質について取扱量、排出量、移動量を示している。また、全工場の集計結果と取扱量および排出量の内訳を図に示している。
8   考察
自動車業界の代表的な企業3社の環境報告書について、2000、2001、2002年版をベースに比較可能性の分析を試みた。その結果、全体的には年々、データの意味する内容についての説明が充実するなど、多くの改善点が確認され、比較可能性を高める方向に向かっていると考えられる。
　自動車業界は、これまで環境報告書作成に先進的な取りくみを実施している代表的な業種であり、環境報告書の情報量が多く記載内容は充実している。また、サイトデータとしての各工場・事業所の環境負荷データも詳細に開示が進んでいる。対象とする国内の工場・事業所、対象とする関連企業、対象とする海外事業所・関連企業などの対象範囲は年々、記載内容が明確になっており、読み手には対象範囲ほぼ把握することが可能である。
　しかし、詳細な記載がなされても、現状では企業間で一部、範囲の差異や特定されない事業所・関連企業などを含むというケースも見られ、これらが環境負荷の数値データを比較する場合に、比較を難しくする障害となっている。さらに、自動車業界の企業は自動車だけでなく、さまざまな事業を行っているのでどこまでを対象範囲に含めるかによっても差異が生じてくる。対象範囲の問題は、自動車業界に限らず、ビール業界や科学業界などにも共通する課題でもある。一方、環境報告書に記載されている事業内容の中の売上高および生産高・生産台数などの内容は、年々詳細になり、また充実してきており、2002年版では3社の連結ベースでの比較が可能になっている。
　サイトデータについては3社とも2002年版から一貫して記載しており、サイト間の比較は可能であるが、生産工程全体の集計データについては比較が困難である。しかし、トヨタは2001年版から新たに生産工程における全体像を記載するようになったので、環境負荷データが集計され、数値データの把握が可能となった。今後、3社が全体像を図表形式で記載するようになれば企業間比較の可能性はさらに高まるものと考えられる。
5． 終わりに

　環境報告書の作成・公表は、企業内部の環境保全活動促進に寄与する重要的なツールとなっている。また、環境報告書の外部公表の目的は、「PR（広報）」と「社会的説明責任」とされているが、実際、環境報告書を発行することでこの2つは同時に達成されているといえる。このように企業が環境報告書を作成・公表すること自体が企業の環境への取り組みを促進し、同時に環境コミュニケーションや社会的責任を果たすことになる。すなわち環境保全型社会構築のためのツールとしての役割を果たすことになり、ひいては社会全体としてのメリットにもなる。また、各種のランク付けや表彰において高い評価を得ることができ、環境への取り組みに積極的な企業としての社会的認知を受けることができる。

しかし、環境報告書作成に莫大な費用がかかる、あまり環境報告書を公表するメリットがないなどという課題もある。コストの低減策としては、はじめて環境報告書を作成・公表する場合、その費用に対する公的な補助が考えられる。環境報告書作成企業の拡大による社会全体としてのメリットを重視したものであり、施策の1つとして効果が期待できるだろう。メリットの向上策としては、環境への取り組みが公平な競争条件のなかで評価され、自主的に環境報告書を作成・公表している企業が市場にあって競争力を得られるような制度設計が必要である。そのための、先行事例として参考になるのが、ISO14001である。ISO14001の場合は、民間主導でISOの認証取得を取引の条件とするなどのインセンティブを与えることで急速な広まりをみせており、公的機関でも入札の条件とする事例が増えている。

このように、環境報告書の費用対効果を向上させる社会環境をつくることで、環境報告書が普及し、さらに社会的な認知度の向上と相まって、自主的な取り組みによる環境保全型社会の構築へ進むことが期待できる。また、長期的には多くの組織が環境情報を開示し、社会との環境コミュニケーションを恒常的に続けていくことで、持続可能な社会経済活動が期待できる。
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